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核不拡散条約
（ＮＰＴ）ＮＰＴ）

 1970 発効
 核兵器国　5カ国国

　　米・ロ・英・仏・中ロ・ロ・英・仏・中英・ロ・英・仏・中仏・ロ・英・仏・中中
 非核兵器国　186カ国国
 非核兵器国は核を持た核を持た持たた

ない（ＮＰＴ）不拡散）
 かわりに核兵器国は核核兵器国は核を持た核

軍縮するする（ＮＰＴ）ＮＰＴ第６条）



  

ＮＰＴ再検討会議 1995
ＮＰＴ無期限延長
究極的核廃絶に向け努力に核兵器国は核向け努力け努力努力
中東決議

2000
核廃絶に向け努力達成へのへの明確な約束な約束
１３項目の軍縮措置に合意の軍縮する措置に合意に核兵器国は核合意

2005　合意ゼロ

2010
６４項目の軍縮措置に合意の行動計画
中東非核地帯

核使用の「の「破滅的な人道上の結の結
果への深い憂慮」、「い憂慮」、「」、「核兵器禁
止条約」に核兵器国は核「留意」

2015　合意ゼロ



  

核兵器廃絶に向け努力国際キャンペーンキャンペーン
(ICAN)ICAN))

2007年、オーストラリアで発足で発足発足

2011年、ジュネーブに国際事に核兵器国は核国際キャンペーン事
務所

2017年、核兵器禁止条約の成への
立に貢献しノーベル平和賞受に核兵器国は核貢献しノーベル平和賞受しノーベル平和賞受ノーベル平和賞受平和賞受
賞

107カ国から国からから635団体

国際キャンペーン運営グループ（グル平和賞受ープ（ＮＰＴ）11団体）

国際キャンペーンスタッフチーム



  

核兵器禁止条約 (ICAN)2017)

核兵器を持た非人道的な兵器としノーベル平和賞受て

核兵器の廃絶に向け努力への道筋を定めを持た定めめ

全面的かつ完全に禁止し完全に核兵器国は核禁止しノーベル平和賞受

核被害者への援助を定めた条約への援助を定めた条約を持た定めめた条約



  

前文
・ロ・英・仏・中国連憲章の原則の原則
・ロ・英・仏・中核がもたらす破滅的な人道上の結の結末／リスクリスク
・ロ・英・仏・中倫理上の結の要請
・ロ・英・仏・中ヒバクシャと核実験被害者への援助を定めた条約が受け努力てきた苦しみしノーベル平和賞受み
・ロ・英・仏・中先住民族への影響、女性への影響への影響、女性への影響への影響
・ロ・英・仏・中国際キャンペーン人道法の原則の原則
・ロ・英・仏・中いかなる核の使用の「も国際キャンペーン人道法の原則に核兵器国は核違反しノーベル平和賞受、人道の
諸原則・ロ・英・仏・中公共の良心に反するの良心に反するに核兵器国は核反する
・ロ・英・仏・中核軍縮するの遅さとさと核兵器に核兵器国は核依存した軍事政策しノーベル平和賞受た軍事政策を持た憂慮」、「
・ロ・英・仏・中ＮＰＴ（ＮＰＴ）礎石）とＣＴＢＴ（ＮＰＴ）・ロ・英・仏・中検証）の重要性への影響
・ロ・英・仏・中平和軍縮する教育
・ロ・英・仏・中赤十字、ＮＧＯ、宗教者への援助を定めた条約、議員、ヒバクシャの役割



  

第１条（ＮＰＴ）禁止）

締約国は核を持た、いかなる場合も以下のことを行わないのことを持た行わない

a) 核兵器の開発、実験、生産、製造、取得、保
有、貯蔵

b, c) 核兵器やその管理の移譲（ＮＰＴ）直接、間接）
d) 核兵器の使用の「、使用の「するとの威嚇
e, f) これらの行為をいかなる形でもを持たいかなる形でもで発足も援助を定めた条約、奨励、
勧誘すること

g) 自国内に配置、設置、配備に核兵器国は核配置に合意、設置に合意、配備



  

核兵器禁止条約　廃棄に関する条項に核兵器国は核関する条項する条項

第２条（ＮＰＴ）申告）
核を持た「持たっていたが廃棄に関する条項しノーベル平和賞受た」か、「持たっている」か、
「他国の核を持た置に合意いている」か30日以内に配置、設置、配備に核兵器国は核申告
第３条（ＮＰＴ）保障措置に合意）
IAEA保障措置に合意（ＮＰＴ）包括的保障措置に合意）を持た最低限維持た
第４条（ＮＰＴ）廃棄に関する条項）
・ロ・英・仏・中「持たっていたが廃棄に関する条項しノーベル平和賞受た」国→検証
・ロ・英・仏・中「持たっている」国→廃棄に関する条項プランを持た策定め、実施・ロ・英・仏・中検証
・ロ・英・仏・中「他の国の核を持た置に合意いている」国→速やかに撤去やかに核兵器国は核撤去
・ロ・英・仏・中定め期報告義務
・ロ・英・仏・中国際キャンペーン機関する条項(ICAN)international authority or authorities))



  

核兵器禁止条約　被害者への援助を定めた条約援助を定めた条約

第５条（ＮＰＴ）国内に配置、設置、配備履行措置に合意）
第６条（ＮＰＴ）被害者への援助を定めた条約援助を定めた条約と環境回復）
・ロ・英・仏・中核兵器の使用の「・ロ・英・仏・中実験で発足被害を持た受け努力た人々に医療に核兵器国は核医療

的・ロ・英・仏・中社会的・ロ・英・仏・中経済的援助を定めた条約を持た行う義務義務
・ロ・英・仏・中核兵器の使用の「・ロ・英・仏・中実験に核兵器国は核関する条項連する活動で発足汚染されされ

た環境を持た回復する義務
第７条（ＮＰＴ）国際キャンペーン協力と援助を定めた条約）
核兵器を持た使用の「・ロ・英・仏・中実験しノーベル平和賞受た国の援助を定めた条約責任



  

核兵器禁止条約第1回締約国会議



  

核保有国が核を持た廃棄に関する条項する道筋を定め

いま核兵器を核兵器を持た
保有しノーベル平和賞受ている国

かつ完全に禁止して保有しノーベル平和賞受ていたが
すで発足に核兵器国は核廃棄に関する条項しノーベル平和賞受た国

いま核兵器を他国の核を持た
自国内に配置、設置、配備に核兵器国は核置に合意いている国

核兵器を持た
運用の「から
外すす

国際キャンペーン機関する条項が
廃棄に関する条項を持た検証

施設を持た含むむ
全核兵器計画を持た

廃棄に関する条項

核兵器を持た
早期に核兵器国は核
廃棄に関する条項

核兵器禁止条約第4条

核兵器を持た自国から
早期に核兵器国は核撤去

廃棄に関する条項計画を持た立に貢献しノーベル平和賞受てて実施
国際キャンペーン機関する条項が検証

核兵器禁止条約に核兵器国は核
加入

核兵器禁止条約に核兵器国は核
加入

核兵器禁止条約に核兵器国は核
加入

期限

期限
機関する条項？

機関する条項？



  



  

https)://giinwatch.jp



  



  

ICAN) ピンバッジ・ロ・英・仏・中ワッペン
https)://hibakus)haglobal.net/related-goods)

https://hibakushaglobal.net/related-goods


  pbglobal@peaceboat.gr.jp
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